
                  

千葉市家具転倒防止対策事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、高齢者及び障害者等に対し、家具等の転倒を防止するための費

用を助成することにより、転倒防止金具取り付けの推進を図り、もって、地震発生

時における家具転倒による事故を防止し、高齢者及び障害者等の安全を確保するこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）家具等 タンス・食器棚等の家具、冷蔵庫・テレビ等の電化製品及び床置型の

大型楽器などで災害時に転倒することにより生命に危険を及ぼす可能性のあるもの

をいう。 

（２）転倒防止金具 家具等の転倒を防止するために有効な金具などの器具をいう。 

（３）重度障害者 次のアからウに掲げる者 

   ア 身体障害者手帳１～２級所持者 

   イ 療育手帳Ⓐ～Ａの２所持者 

   ウ 精神障害者保健福祉手帳１級所持者 

 

（助成対象者） 

第３条 助成の対象者は、市内に住所を有する次の各号のいずれかに該当する世帯の

うち、自ら転倒防止金具を取り付けることが困難な者とする。 

（１）６５歳以上の高齢者のみで構成されている世帯 

（２）６５歳以上の高齢者及び２０歳未満の者のみで構成されている世帯 

（３）６５歳以上の高齢者及び重度障害者のみで構成されている世帯 

（４）重度障害者のみで構成されている世帯 

（５）重度障害者及び２０歳未満の者のみで構成されている世帯 

 

（助成の対象事業等） 

第４条 助成の対象となる事業は、市長に転倒防止金具取付事業者として届け出をし

た事業者（千葉市内に事業所を有する事業者又はその事業者等で構成される団体）

が施工した転倒防止金具の取付工事とする。 

２ 前項に規定する取付工事は、助成の対象者が属する世帯について１回限りとする。 

 

（助成額） 

第５条 助成の額（以下「助成額」という。）は、次に掲げる額を合算したものとす

る。 

（１）出張料（ただし、５，０００円を限度とする。） 

（２）転倒防止金具取付費（ただし、家具等１台あたり５００円を限度とし、５台ま

でとする。） 

（助成の申請） 

第６条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、家具転倒防止対策



                  

事業助成申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。 

（１）同意書（様式第２号） 

（２）転倒防止金具取り付けに係る費用の見積書 

（３）その他、市長が必要と認める書類 

２ 転倒防止金具を取り付けた後の助成の申請については、これを認めない。 

 

（助成の決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その書類を審査したうえで助成の

可否を決定するものとする。 

２ 助成の可否は家具転倒防止対策事業助成決定（却下）通知書（様式第３号）によ

り申請者に通知するとともに、助成を可と決定した者に対し家具転倒防止対策事業

助成券（様式第４号。以下「助成券」という。）を交付するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により助成の決定をしたときは、その旨を転倒防止金具の取

付予定事業者に通知するものとする。 

 

 （変更・中止） 

第８条 前条第２項の規定により助成の決定を受けた後、申請内容に変更がある場合

又は中止する場合は、申請者は家具転倒防止対策事業助成変更（中止）申請書（様

式第５号）を市長に提出しなければならない。その際、前条第２項の規定により交

付された助成券は、市長に返還しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理した場合は、その内容を審査し、変更事項

を承認すべきと認めたときは、家具転倒防止対策事業助成変更承認通知書（様式第

６号）により通知するとともに、変更承認後における助成券を交付するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により変更の承認をしたときは、その旨を転倒防止金具の取

付予定事業者に通知するものとする。 

 

（利用者の負担額等） 

第９条 前２条の規定により助成の決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、

転倒防止金具の取り付けに係る費用が第５条に定める助成額を超えた場合は、助成

額との差額（以下「利用者負担額」という。）を負担するものとする。 

２ 利用者は、転倒防止金具の取り付けと引換えに助成券を転倒防止金具の取付事業

者（以下「取付事業者」という。）に渡すものとする。ただし、利用者負担額があ

る場合は、直接、取付事業者に利用者負担額を支払うものとする。 

 

（費用の請求） 

第１０条 取付事業者は、助成券並びに転倒防止金具を取り付ける前及び取り付けた

後の家具等の写真（撮影日が記されているものに限る。）を添えて、利用者負担額

を控除した額を市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する請求がなされたときは、取付工事が適切であるか審査し、

取付工事が適正であると認められるときは、助成券に記載された助成額に相当する

金額を取付事業者に支払うものとする。 

 



                  

（助成決定の取消及び助成金の返還） 

第１１条 市長は、利用者が偽りその他不正の手段により助成の決定を受けたと認め

るときは、助成の決定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により助成の決定を取り消したときは、すでに助成した額の

全部又は一部を返還させることができる。 

 

（台帳の作成） 

第１２条 市長は、助成の執行状況を明確にするため、家具転倒防止対策事業助成台

帳（様式第７号）を整備するものとする。 

 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、保健福祉局長が別に定める。 

 

 

  附 則 

この要綱は、平成２３年６月２０日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


